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事業計画書・収支予算書



財団法人 三越厚生事業団 平成１８年度（第６０年度）事業計画書 
 
はじめに 
1947 年に設立された当財団は本年で 60 年の還暦を迎えることになりました。この間、

戦後経済復興の担い手である就労者の健康の保持増進を事業の骨格に据えて労働環境

が十分といえない復興期の健康管理を、更に高度成長の中にあっては厳しい競争社会で

の健康管理を、そして現代においては 24時間休みなく活動する社会システムの中でス
トレスや飽食から身を守る健康管理というように当事業団は一貫して生活習慣病の克

服に対する活動を続けて参りました。 
設立初期は診療施設不足から診療・治療を手掛け、その後早期発見と予防を主とした集

団健診及び優れた研究に対する助成金の交付等医学の発展に寄与し、また現在は健康の

正しい知識の普及と生活習慣の改善を目的とした一般市民の方々への健康セミナーの

開催等を行っております。 
本年度は民法改正を含む、内閣官房行政改革推進事務局で進めております公益法人制度

改革が今国会に提案され、21 世紀における財団法人の公益活動が果たす役割の重さと

その事業のますますの活性化が期待されています。 
このような時期にあたる平成 18 年度は当財団の 60 年の歴史を総括し、新しい一歩を踏

み出す絶好の機会と捉え積極的な事業の展開及び見直しに加え公益法人に相応しいガ

バナンスとコンプライアンスに努め広く情報を開示し、生活習慣病に関する研究機関と

して、又、健診並びに診療機関として市民や企業、医療関係者に信頼される事業運営を

目指してまいります。 
関係各位の倍旧のご支援とご理解を心よりお願い申し上げます。 
 
Ⅰ 寄附行為事項 
 
＜事業の計画概要＞ 
１ 生活習慣病の予防、診断、治療に関する研究事業（寄付行為第 4条第 1号事業） 

(1)平成 18 年度研究テーマ及び予算決定 
①在職者の疾病予防と健康増進（ⅰリスクなしⅱリスクありⅲ追跡指導） 
②退職者の疾病予防と健康増進 
③高齢者の疾病予防と健康増進 
④女性の疾病予防と健康増進 
⑤障害者の疾病予防と健康増進 
⑥特定保健用食品の組み合わせ摂取とその有用性 
⑦より良い健診項目の選別とその応用 

上記のテーマを１年毎にプログレスレポートで確認し、更に修正しこの事業の目
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的を遂行する。 
尚、適宜実施する学会発表、論文発表等は月次レポートや所内会議などで報告し、

次の 2 以下で述べる各事業と連携することにより、その有用性を確かなもの

にすると同時に健診そのものの意義「健康の増進」を実践する。  
 
２ 生活習慣病その他重要な疾病の予防及び健康の保持増進に関する事業 
                         （寄付行為第 4条第 2号事業） 
１に記載の研究事業と連携し正確な健診と適切な指導の展開を実践する。 
（1）低額集団健診事業〈年間事業〉 

（2）健診報告懇話会〈12 月〉 

（3）健診受託先企業への健康指導〈年間〉 

（4）施設巡回無料健診〈6月―7月〉 

＊「老人ホーム入所高齢者の臨床検査値の検討」PM 2006.2 号研究報告 
 
３ 生活習慣病その他重要な疾病の予防、診断、治療に関する助成事業 
                         （寄附行為第 4条第 3号事業） 
（1）医学研究助成（6月公募開始・8月締め切り・11月決定・12月助成予定） 
     課題設定、地域東京都限定 
     人数、一件当たり限度額等は特になし・総額 1500 万円 
（2）海外留学渡航費助成（募集等は上記に準ず） 
     人数最大 6人、一件 50万円、総額 300 万円 

 
４ 健康の保持増進のための援助事業（寄附行為第 4条第 4号事業） 
（1）援助事業（各大会開催時期に実施） 
① 東京都児童福祉施設競技大会 
主催：社会福祉法人東京都社会福祉施設協議会 
競技：ドッヂボール大会、バレーボール大会、野球大会（7月予定） 
参加：延べ約 50 施設、約 1100 名予定 
場所：東京体育館他 
内容：各競技用具及び参加賞等の援助 
② 三多摩児童養護施設駅伝・マラソン大会 
主催：三多摩児童養護施設長会 

及び社会福祉法人東京都福祉協議会児童部会 
        競技：駅伝、マラソン 
        参加：約 13 施設、約 500 名予定 
        場所：国営昭和記念公園 
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        内容：大会記念タオルの援助 
③ その他協力 
ウォーキングの普及、健診受診者への健康指導：日本万歩クラブ 
視的障害者の健康促進：聖明福祉協会 
小児ガン撲滅運動への参加：ガンの子供を守る会 

 
５ 保健衛生思想の普及（寄附行為第 4条第 5号事業） 
（1）健康セミナーの開催 
① 講演会形式・参加者数 400 名―500 名・年 4回 
② 地域密着型・参加者数 100 名―200 名・年 3回 

（2）広報活動 
① アルタビジョンを活用した健康キャンペーンビデオ放映の実施 
実施時期：9月・2月（新宿・銀座の 2箇所） 
内容  ：延べ放映時間 12.35時間（1回 30秒×1,482回） 

           延べ放映回数 1,482回 
 
６ 診療施設の設置運営（寄附行為第 4条第 6号事業）   
    健診の適切な指導及び豊富な臨床経験による医療の知識と技術の向上に留ま

らず診療の充実により地域の住民や勤労者の便宜をはかる事を目的に運営。 
（1）診療事業 (収益事業) 
日曜日、祝祭日を除き開業し地域の利便性に供するとともに健診事業と緊密な

連携をとり、早期治療に万全を期す。 
尚、会計は収益事業として特別会計で区分し其の収益は公益事業の更なる充実

に資する。 
   
＜公益事業と附帯診療事業との関係＞ 
   本財団は公益事業として様々な事業を展開しておりますが、とりわけ予防医学的

見地や健康の保持増進の見地から生活習慣病健診や生活改善の指導、情報が氾濫

する中で正しい知識の普及を目的に健康セミナーの開催などを実施しています。 
   そのために医師はじめ医療技術者など多くの職員を確保しています。 
これら公益事業を担う職員は研究活動を行うと同時に臨床経験を積み重ねるこ

とにより医療における知識と技術の向上に努める必要があります。 
   その意味で寄附行為第 4条第 6号にあるようにこれら職員を活用し、健診結果に
よって最も適切な治療や専門医の紹介等を行い更に研究により得た新しい知識

で日常の診療を充実し、都心に戻りつつある地域の居住者や企業勤務者の便宜に

供する診療所を運営しております。 
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Ⅱ 管理・運営事項 
 １ 理事会・評議員会の開催 
  (1)評議員会 
   ①開 催 日    平成１８年５月 
    場  所   株式会社三越本社会議室 
    議  題   １．平成１７年度事業報告及び収支決算の審議について 
           ２．その他 
   ②開 催 日   平成１８年１１月 
    場  所   株式会社三越本社会議室 
    議  題   １．事業活動報告 
           ２．その他 
   ③開 催 日    平成１９年３月 
     場  所   株式会社三越本社会議室 
    議  題   １．平成１９年度事業計画及び収支予算の審議について 
           ２．その他 
 (2)理事会 
   ①開 催 日    平成１８年５月 
     場  所   株式会社三越本社会議室 
     議  題   １．平成１７年度事業報告及び収支決算の承認について 
            ２．その他 
   ②開 催 日   平成１８年１１月 
    場  所   株式会社三越本社会議室 
    議  題   １．事業活動報告 
           ２．その他 
   ③開 催 日    平成１９年３月 
     場  所   株式会社三越本社会議室 
     議  題   １．平成１９年度事業計画及び収支予算の承認について 
            ２．その他 
 
 ２ 登記事項 
  資産総額変更登記・理事変更登記    平成１８年５月 
 
 ３ 報告事項 
  毎四半期の事業報告を７月・１０月・１月の３回、理事・監事・評議員全員に送付し

意見・提案等を頂き事業活動に反映する。 
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（単位：千円）

科　　　　目 一般会計 特別会計 内部取引消去 合計

Ⅰ　事業活動収支の部

　１．　事業活動収入

　　①　基本財産運用収入 120,600 0 0 120,600

　　②　特定資産運用収入 11,600 0 0 11,600

　　③　事業収入　　　　　　　 384,000 227,000 0 611,000

　　④　寄付金収入　　　　 0 0 0 0

　　⑤　雑収入 28,140 1,000 0 29,140

　　⑥　他会計からの繰入金収入 1,140 0 1,140 0

　　　　事業活動収入計 545,480 228,000 1,140 772,340

　２．　事業活動支出

　　①　研究事業費支出 10,520 0 0 10,520

　　②　低額集団健診事業費支出 499,920 0 0 499,920

　　③　健診報告懇話会事業費支出 1,000 0 0 1,000

　　④　巡回無料健診事業費支出 10,910 0 0 10,910

　　⑤　助成事業費支出 19,780 0 0 19,780

　　⑥　健康保持増進援助事業費支出 2,630 0 0 2,630

　　⑦　保健衛生思想普及事業費支出　 30,000 0 0 30,000

　　⑧　管理費支出 99,360 0 0 99,360

　　⑨　診療事業費支出 0 226,860 0 226,860

　　⑩　他会計への繰入金支出 0 1,140 1,140 0

　　　　事業活動支出計 674,120 228,000 1,140 900,980

　　　　事業活動収支差額 △ 128,640 0 0 △ 128,640

Ⅱ　投資活動収支の部

　１．　投資活動収入

　　①　特定資産取崩収入 85,000 0 0 85,000

　　②　固定資産売却収入 0 0 0 0

　　③　投資有価証券売却収入 0 0 0 0

　　④　敷金・保証金戻り収入 0 0 0 0

　　　　投資活動収入計 85,000 0 0 85,000

　２．　投資活動支出

　　①　特定資産取得支出 61,000 0 0 61,000

　　②　固定資産取得支出 0 0 0 0

　　③　投資有価証券取得支出 0 0 0 0

　　④　敷金・保証金支出 0 0 0 0

　　　　投資活動支出計 61,000 0 0 61,000

　　　　投資活動収支差額 24,000 0 0 24,000

Ⅲ　財務活動収支の部

　１．　財務活動収入

　　①　借入金収入 0 0 0 0

　　　　財務活動収入計 0 0 0 0

　２．　財務活動支出

収支予算書総括表
平成１８年４月　１日から平成１９年３月３１日まで
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　　①　借入金返済支出 0 0 0 0

　　　　財務活動支出計 0 0 0 0

　　　　財務活動収支差額 0 0 0 0

　Ⅳ　予備費支出

　　　　　予備費支出 232,653 0 0 232,653

　　　　　当期収支差額 △ 337,293 0 0 △ 337,293

　　　　　前期繰越収支差額 337,293 147,157 0 484,450
　　　　　次期繰越収支差額 0 147,157 0 147,157
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一般会計 （単位：千円）

科　　　　目 予算額 前年度予算額 増　　減 備　考

Ⅰ　事業活動収支の部

　１．　事業活動収入

　　①　基本財産運用収入 120,600 120,600 0

基本財産利息収入 0 0 0

基本財産配当収入 120,600 120,600 0

　　②　特定資産運用収入 11,600 10,400 1,200

特定資産利息収入 11,600 10,400 1,200

退職給与引当預金利息収入 0 0 0

減価償却引当預金利息収入 1,600 0 1,600

公益事業基金利息収入 10,000 10,400 △ 400

特定資産配当収入 0 0 0

　　③　事業収入　　　　　　　 384,000 385,000 △ 1,000

　　　低額集団健診事業収入 384,000 385,000 △ 1,000

集団健診事業収入 375,000 375,000 0

産業医委嘱収入 9,000 10,000 △ 1,000

　　④　寄付金収入　　　　 0 0 0

　　⑤　雑収入 28,140 27,600 540

　　　　　　　　受取利息収入 27,000 27,600 △ 600

有価証券運用収入 27,000 27,600 △ 600

債券　４運用収入 2,000 2,600 △ 600

債券２１運用収入 7,000 7,000 0

債券２２運用収入 3,000 3,200 △ 200

債券２４運用収入 6,000 6,800 △ 800

債券２５運用収入 9,000 8,000 1,000

　　　　　　　　雑収入 0 0 0

　　⑥　他会計からの繰入金収入 1,140 0 1,140

　　　事業活動収入計 545,480 543,600 1,880

　２．　事業活動支出

　　①　研究事業費支出 10,520 11,620 △ 1,100

研究費支出 5,000 5,000 0

学会費支出 1,000 2,000 △ 1,000

諸会費支出 1,200 1,200 0

旅費交通費支出 1,500 1,500 0

研修会謝礼金支出 200 300 △ 100

通信費支出 60 60 0

消耗品費支出 60 10 50

印刷製本費支出 0 50 △ 50

図書購入費支出 1,000 1,000 0

雑支出 500 500 0

収支予算書
平成１８年４月　１日から平成１９年３月３１日まで
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　　②　低額集団健診事業費支出 499,920 468,750 31,170

給料手当支出 176,000 170,000 6,000

退職給付支出 15,000 20,000 △ 5,000

福利厚生費支出 30,000 27,000 3,000

旅費交通費支出 5,000 5,000 0

臨時雇賃金支出 22,000 20,000 2,000

通信費支出 2,700 2,700 0

什器備品費支出 500 500 0

機器リース料支出 45,500 46,000 △ 500

検査・材料費支出 65,000 52,000 13,000

消耗品費支出 10,000 10,000 0

修繕費支出 17,000 15,000 2,000

印刷製本費支出 5,000 5,000 0

水道光熱費支出 4,000 4,500 △ 500

借室料支出 64,400 52,920 11,480

火災保険料支出 70 50 20

租税公課支出 13,000 13,000 0

共益費支出 20,650 16,980 3,670

清掃費支出 1,100 1,100 0

雑支出 3,000 7,000 △ 4,000

　　③　健診報告懇話会事業費支出 1,000 1,200 △ 200

会場費支出 800 900 △ 100

講演謝礼金支出 0 50 △ 50

旅費交通費支出 0 10 △ 10

通信費支出 0 40 △ 40

雑支出 200 200 0

　　④　巡回無料健診事業費支出 10,910 11,410 △ 500

旅費交通費支出 100 100 0

臨時雇賃金支出 200 200 0

通信費支出 10 10 0

検査・材料費支出 10,000 10,500 △ 500

雑支出 600 600 0

　　⑤　助成事業費支出 19,780 19,780 0

医学研究助成金支出 15,000 15,000 0

渡航助成金支出 3,000 3,000 0

助成選考謝礼金支出 900 1,000 △ 100

旅費交通費支出 20 20 0

印刷製本費支出 260 200 60

通信費支出 100 60 40

雑支出 500 500 0

　　⑥　健康保持増進援助事業費支出 2,630 2,630 0

援助費支出 1,100 1,100 0

協賛援助費支出 1,500 1,500 0
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旅費交通費支出 10 10 0

雑支出 20 20 0

　　⑦　保健衛生思想普及事業費支出　 30,000 28,600 1,400

セミナー費支出 20,000 19,000 1,000

広報費支出 7,000 7,500 △ 500

通信費支出 100 300 △ 200

印刷製本費支出 2,500 1,500 1,000

雑支出 400 300 100

　　⑧　管理費支出 99,360 125,510 △ 26,150

役員報酬支出 31,000 31,000 0

給料手当支出 24,800 30,500 △ 5,700

退職金支出 0 0 0

福利厚生費支出 6,500 7,500 △ 1,000

旅費交通費支出 1,000 1,700 △ 700

臨時雇賃金支出 100 100 0

会議費支出 1,200 600 600

交際費支出 1,300 1,300 0

通信費支出 600 500 100

什器備品費支出 100 100 0

機器リース料支出 2,000 2,500 △ 500

消耗品費支出 1,000 1,000 0

修繕費支出 1,000 1,000 0

印刷製本費支出 1,000 1,000 0

水道光熱費支出 1,200 1,500 △ 300

借室料支出 10,660 28,800 △ 18,140

火災保険料支出 50 50 0

租税公課支出 1,000 1,000 0

共益費支出 2,690 8,500 △ 5,810

清掃費支出 160 160 0

雑支出 12,000 6,700 5,300

　　⑨　他会計への繰入金支出 0 0 0

　　　　事業活動支出計 674,120 669,500 4,620

　　　　　　事業活動収支差額 △ 128,640 △ 125,900 △ 2,740

Ⅱ　投資活動収支の部

　１．　投資活動収入

　　①　特定資産取崩収入 85,000 21,000 64,000

　　　　　　退職給与引当資産取崩収入 15,000 20,000 △ 5,000

　　　　　　減価償却引当資産取崩収入 10,000 1,000 9,000

　　　　　　公益事業基金引当資産取崩収入 60,000 0 60,000

　　②　固定資産売却収入 0 0 0

　　　　　　什器備品売却収入 0 0 0

　　③　投資有価証券売却収入 0 0 0

　　　　　　投資有価証券売却収入 0 0 0
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債券　４売却益収入 0 0 0

債券２２売却益収入 0 0 0

債券２４売却益収入 0 0 0

債券２５売却益収入 0 0 0

　　④　敷金・保証金戻り収入 0 0 0

　　　　　　敷金戻り収入 0 0 0

　　　　　　保証金戻り収入 0 0 0

　　　　投資活動収入計 85,000 21,000 64,000

　２．　投資活動支出

　　①　特定資産取得支出 61,000 21,000 40,000

　　　　　　退職給付引当資産取得支出 0 20,000 △ 20,000

　　　　　　減価償却引当資産取得支出 1,000 1,000 0

　　　　　　公益事業基金引当資産取得支出 60,000 0 60,000

　　②　固定資産取得支出 0 0 0

　　　　　什器備品購入支出 0 0 0

　　③　投資有価証券取得支出 0 0 0

　　　　　投資有価証券取得支出 0 0 0

　　④　敷金・保証金支出 0 0 0

　　　　　敷金支出 0 0 0

　　　　　保証金支出 0 0 0

　　　　投資活動支出計 61,000 21,000 40,000

　　　　　　投資活動収支差額 24,000 0 24,000

Ⅲ　財務活動収支の部

　１．　財務活動収入

　　①　借入金収入 0 0 0

　　　　　短期借入金収入 0 0 0

　　　　　長期借入金収入 0 0 0

　　　　財務活動収入計 0 0 0

　２．　財務活動支出

　　①　借入金返済支出 0 0 0

　　　　　短期借入金返済支出 0 0 0

　　　　　長期借入金返済支出 0 0 0

　　　　財務活動支出計 0 0 0

　　　　　財務活動収支差額 0 0 0

　Ⅳ　予備費支出

　　　　　予備費支出 232,653 184,634 48,019

　　　　　当期収支差額 △ 337,293 △ 310,534 △ 26,759

　　　　　前期繰越収支差額 337,293 502,050 △ 164,757
　　　　　次期繰越収支差額 0 191,516 △ 191,516
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特別会計 （単位：千円）
科　　　　目 予算額 前年度予算額 増　　減 備　考

Ⅰ　事業活動収支の部

　１．　事業活動収入

　　①　特定資産運用収入 0 0 0

特定資産利息収入 0 0 0

退職給与引当預金利息収入 0 0 0

減価償却引当預金利息収入 0 0 0

　　②　事業収入　　　　　　　 227,000 218,000 9,000

診療報酬 227,000 218,000 9,000

　　③　雑収入 1,000 1,500 △ 500

　　④　他会計からの繰入金収入 0 0 0

　　　事業活動収入計 228,000 219,500 8,500

　２．　事業活動支出 0

　　①　診療事業費支出 228,000 219,500 8,500

給料手当支出 95,000 98,000 △ 3,000

退職給付支出 1,000 1,000 0

福利厚生費支出 16,500 13,500 3,000

旅費交通費支出 2,000 2,000 0

臨時雇賃金支出 18,000 16,500 1,500

通信費支出 340 340 0

什器備品費支出 300 300 0

機器リース料支出 9,000 10,000 △ 1,000

検査・材料費支出 18,000 18,000 0

薬品費支出 8,000 8,000 0

消耗品費支出 2,800 2,800 0

修繕費支出 2,500 3,000 △ 500

印刷製本費支出 1,500 2,000 △ 500

水道光熱費支出 2,500 2,500 0

借室料支出 32,000 25,370 6,630

火災保険料支出 50 50 0

租税公課支出 3,000 3,300 △ 300

共益費支出 10,270 8,140 2,130

 700 700 0

雑支出 3,000 4,000 △ 1,000

繰入金支出 1,140 1,140

法人都民税 400 400

　　　事業活動支出計 228,000 219,500 8,500

　　　　　事業活動収支差額 0 0 0

Ⅱ　投資活動収支の部 0

　１．　投資活動収入 0

　　①　特定資産取崩収入 0 0 0

収支予算書
平成１８年４月　１日から平成１９年３月３１日まで
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退職給与引当資産取崩収入 0 0 0

減価償却引当資産取崩収入 0 0 0

　　②　固定資産売却収入 0 0 0

　　　　　什器備品売却収入 0 0 0

　　　　投資活動収入計 0 0 0

　２．　投資活動支出 0

　　①　特定資産取得支出 0 0 0

退職給与引当資産取得支出 0 0 0

減価償却引当資産取得支出 0 0 0

　　②　固定資産取得支出 0 0 0

　　　　　什器備品購入支出 0 0 0

　　　　投資活動支出計 0 0 0

　　　　　　投資活動収支差額 0 0 0

Ⅲ　財務活動収支の部 0

　１．　財務活動収入 0

　　①　借入金収入 0 0 0

短期借入金収入 0 0 0

長期借入金収入 0 0 0

　　　　財務活動収入計 0 0 0

　２．　財務活動支出 0

　　①　借入金返済支出 0 0 0

短期借入金返済支出 0 0 0

長期借入金返済支出 0 0 0

　　　　財務活動支出計 0 0 0

　　　　　　財務活動収支差額 0 0 0

　Ⅳ　予備費支出 0

　　　　　　　予備費支出 0 0 0

　　　　　　　当期収支差額 0 0 0

　　　　　　　前期繰越収支差額 147,157 191,516 △ 44,359
　　　　　　　次期繰越収支差額 147,157 191,516 △ 44,359
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